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1.　緒　言

　当社は、1978年に国産1号機となる原子力発電所の
使用済燃料を輸送するキャスク（HZ-75T型）（1）（2）の設
計・製造を開始して以来、多くの輸送キャスクを設計・
製造してきた。また、近年、計画されている中間貯蔵
施設向けのキャスク（輸送・貯蔵キャスクと呼ばれ、
施設での60年間の貯蔵にも兼用される（3））の設計も
行っている。キャスクの基本的な構造は、図１に示す

ように、本体、蓋（三重蓋構造）、収納物である使用
済燃料集合体を保持するバスケットおよび落下等によ
りキャスクに加わる衝撃を吸収しキャスクを保護する
緩衝体から構成される。本体には、放射線を遮蔽する
鉛層（鉛多層タイプのキャスクの場合）、およびレジ
ン層が設けられている。
　キャスクの緩衝体は、一般的に、緩衝材をステンレ
ス鋼板で覆う構造となっている。寸法の制限があり、
コンパクトな構造が求められているため、少ない体積
で十分な衝撃吸収能力を持つ材料として、木材（バル
サ材等）が主として用いられてきた（4）。しかし、木
材は、天然材料であるため、設計で規定する仕様の材
料を安定して大量に確保することが難しくなってきて

あ　ら　ま　し
　輸送用キャスクの緩衝体には、木材が主として用いられてきた。しかし、設計で規定する仕様の材料を
安定して確保することが難しくなってきている。そこで、本研究では、R-PUFを代替材料として選定し、
その適用可能性を実験的に評価した。 
　まず、R-PUF緩衝体を装着した1/3スケールモデルによる9m高さからの自由落下試験を実施し、木材
緩衝体試験結果との比較を通じて、R-PUFの緩衝性能が木材より優れていることを確認した。つぎに、
800℃に設定された炉内に試験体を30分間保持する試験を実施し、R-PUFの耐燃焼性を確認した。以上の
試験結果より、R-PUFはキャスク用緩衝材として要求される緩衝性能および耐燃焼性能を十分に有してい
る。
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いる。また仕様（密度、含水率等）を厳しく規定する
と入手コストが高くなってくる。
　そこで、より緩衝性能が高く、かつ、低コストで製
作可能な新型のキャスク用緩衝体の開発を目的に、木
材に替わる緩衝材として、硬質のポリウレタンフォー
ム（以下、R-PUFと表記）を選定し、その実用化に向
けて検討を行ってきた（5）-（8）。本研究では、R-PUFの
緩衝性能および耐燃焼性能に着目して、R-PUFのキャ
スク用緩衝体への適用可能性について、実験的に検討
した。本稿では、これらの実験的検討により得られた
知見について報告する。

2.　落錘試験

　2 . 1　実験方法　　　キャスク輸送時の緩衝体で
想定される温度条件下におけるR-PUFの動的な圧縮
特性（応力－ひずみ線図）を取得するため、図2に
示す直径80mm、高さ35mmおよび70mmの円柱状の
R-PUFの試験片を製作した。そして、輸送時に緩衝体
がさらされる温度範囲を考慮して、-40℃、-20℃、0℃、
25℃、50℃、75℃、および100℃の温度条件下で動的
な荷重を載荷する落錘試験を実施した。さらに、従来
材である木材の動的な圧縮特性と比較・検討するため、
70mm立方のファープライウッドの試験片も製作し、
同様の試験を実施した。表1に試験ケースを示す。
　試験片が中心部まで所定の温度になるよう恒温槽で
温度保持したのち、図3に示す落錘試験装置を用いて、
約300kgの重錘を3ｍ高さから自由落下させ、衝突板
上に設置した試験片に衝突させた。なお、実機緩衝体
の拘束状況を模擬するため、図4に示すように、試験
片の側面をR-PUF枠で拘束し、さらに外周部を鋼管で
拘束している。
　2 . 2　計測方法　　　計測項目は、非接触式変位計
8点（重錘の変位を4点、衝突板の変位を4点）、ロード
セルによる荷重を1点の計9点を、サンプリング周波数
50kHzで計測した。

　   　 　

図1　輸送・貯蔵キャスク（BWR燃料69体収納の例）

図２　落錘試験の試験片

(a) R-PUF（ρ=0.5g/cm3） (b) R-PUF（ρ=0.3g/cm3） (c)木材（積層平行） (d)木材（積層直交）

表1　落錘試験の試験ケース
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　試験片の変位挙動は衝突板と重錘の変位より求め
る。すなわち、重錘と衝突板との変位差を試験体の変
位とし、初期寸法との比をもってひずみとする。また、
架台に設置したロードセルで衝撃荷重を計測し、その
値を試験片の初期断面で割ることで応力を求める。こ
の二つの値を用いて応力－ひずみ線図を作成する。
　2 . 3　実験結果　　　落錘試験より得られた各ケー
スの動的な圧縮特性（応力－ひずみ線図）を図5に示
す。いずれの試験結果においても、応力が増大せずに
ひずみ値のみ大きくなる挙動（緩衝材が有効に働く領
域）を経た後、ひずみの増加に比べて急激に応力が上
昇する（緩衝材としての機能損失）。密度が大きなタ
イプのR-PUFほど、緩衝材が有効に働く領域の応力値
は高くなるが、低いひずみ値、すなわち小さな変形で
緩衝機能を損失する。また、R-PUFおよび木材とも、

温度が高くなるほど緩衝領域での応力値が低くなる傾
向にある。
　ρ=0.3g/cm3のR-PUFを木材（積層直交）と比較す
ると、緩衝材の有効に働く領域の応力値は同等である
が、緩衝性能を損失するひずみ値は大きくなっており、
より優れた緩衝性能を有している。また、ρ=0.5g/
cm3のR-PUFに着目すると、木材（積層平行）と比較
して、密度が10%ほど小さいものの、緩衝材が有効に
働く領域の応力値はほぼ同等の値となっている。
　以上のことより、R-PUFのキャスク用緩衝体の使用
温度条件範囲内における動的な圧縮特性を取得したと
ころ、R-PUFは従来材であるファープライウッド（積
層平行、積層直交）と比較して、より優れた緩衝性能
を有している。

図3　落錘試験装置の詳細
図4　試験片の横拘束状況

図５　落錘試験の試験結果

(a) R-PUF（ρ=0.5g/cm3） (b) R-PUF（ρ=0.3g/cm3） (c)木材（積層平行） (d)木材（積層直交）
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3.　1/3スケールモデルの落下試験

　3 . 1　試験体　　　R-PUF緩衝体の緩衝性能を確
認するため、1/3スケールの緩衝体（緩衝体形状に成
形したR-PUFブロックをステンレス鋼板でカバーす
る構造）を製作した。図6にステンレス鋼板で覆う前
の緩衝体内部R-PUFブロックの配置状況を示す。
　本研究で選定した緩衝材R-PUFは、密度を変化させ
ることで、その圧壊特性をコントロールすることがで
きる。そのため、異なる密度タイプのR-PUFを組み合
わせることで、より優れた緩衝性能を持つ緩衝体の製
作が可能となる。そこで、図7に示す2パターンの密
度の組合せから構成される1/3スケールの緩衝体を製
作した。すなわち、Type Aはρ=0.5g/cm3のR-PUF
のみから構成される。一方、Type Bはρ=0.3g/cm3の
R-PUFとρ=0.5g/cm3のR-PUFの組合せで構成され、
キャスクが水平姿勢で落下する際に最も潰れる領域に
密度の低いR-PUFを採用している。
　両タイプの緩衝体を、図8に示すBWR燃料69体収納
の輸送貯蔵キャスクを模擬した落下試験体に装着し、
落下試験を実施することで、その緩衝性能を確認する。
なお、落下試験体の寸法は、容器と緩衝体の外径は
0.8mと1.2m、緩衝体を含む全長は2.2mで、重量は約5
トンである。バスケットおよび燃料棒は重量と外寸法
を合わせた模擬体としている。

　3 . 2　試験方法および計測方法　　　落下試験は、
IAEA規則（9）,（10）に従って、当社技術研究所内の落下
試験場で実施した。試験状況を図9に示す。落下試験
は、クレーンで所定の高さ（ターゲット上面から試験
体下端までの距離が9m）まで試験体を吊上げた後、
落下させた。衝突のターゲットは、3.5m×3.5m、板
厚40mmの鋼板を上面に敷いた厚さ3mのRC製ブロッ
クである。 

図6　緩衝体内部のR-PUF
ブロック配置状況（Type B）

(a)Type A　  　      (b)　Type B
図7　緩衝体内部のR-PUF密度組合せ

図8　落下試験体

図9　9m落下試験状況（水平落下）
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　計測項目は、一次蓋中央部、二次蓋中央部、キャス
ク本体の蓋側および底側、重量模擬体の蓋側および底
側の合計6点に加速度ピックアップを取り付け、サン
プリング周波数50kHzで計測した。また、試験体がター
ゲットに衝突する瞬間を高速度カメラでも撮影し、そ
の破壊状況を詳細に観察する。
　3 . 3　試験結果　　　各ケースのキャスク本体蓋側
の加速度の時刻歴応答を図10に示す。Type Aの緩衝

体を装着して試験体を9m高さから自由落下させると、
キャスク本体に最大で1637m/s2の加速度が発生する。
一方、Type Bの緩衝体を装着した場合には、1495m/
s2の最大加速度となり、R-PUF密度を組み合わせた緩
衝体の方がより、キャスク本体への衝撃加速度を低減
させている。
　また、木材緩衝体を装着した落下試験結果と比較
するため、2004年に実施の緩衝材に木材を使用した

図10　キャスク本体蓋側の加速度の時刻歴応答

図11　各計測点における衝突加速度の最大値

図12　落下試験体の衝突状況（最も緩衝体が変形した瞬間）
  (b) Type B(a) Type A
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1/3スケール落下試験結果（11）も図10に示す。木材緩
衝体を装着した場合のキャスク本体の最大加速度は、
2060m/s2であり、R-PUF緩衝体を装着した場合より、
20 ～ 30%ほど高い衝撃加速度が発生している。キャ
スク本体蓋側以外の計測点（一次蓋中央、二次蓋中央、
キャスク本体底側、重量模擬体）の最大加速度をまと
めて図11に示すが、いずれの計測点においても、こ
の傾向は変わらず、R-PUF緩衝体の方が木材緩衝体よ
りもキャスクに発生する衝撃加速度を低減させる。
　また、Type AとType Bの結果を比較すると、いず
れの計測点においても、Type Bの緩衝体の方がキャ
スク本体に発生する加速度を低減させており、優れた
緩衝効果を有している。これは、水平姿勢の落下時に
おいて最も緩衝材が潰れる領域に、変形しやすいρ
=0.3g/cm3のR-PUFを効果的に配置したためと考えら
れる。図12に試験体がターゲットに衝突し、緩衝体
がもっとも変形した瞬間の状況を示す。緩衝性能に優
れたType Bの方が、より大きく変形しているが、両
ケースともキャスク本体のターゲットへの衝突は生じ
なかった。
　以上のことから、R-PUF緩衝体の緩衝性能は、木
材緩衝体よりも優れていることを確認した。また、
R-PUFの密度を組み合わせることで、さらに緩衝性能
を向上させられることを確認した。

4.　耐燃焼性試験

　4 . 1　試験体　　　キャスク用の緩衝体には、緩
衝性能のみならず、キャスクが火災事故に遭遇した場
合を想定して、耐燃焼性能も要求される。すなわち、
緩衝体から付加的な入熱がキャスク本体に伝わらな
い設計としており、火災時に緩衝体自身に着火して

も火災後は消える自己消火性、着火しても燃焼が十
分遅く消火後でも緩衝材が残存している難燃性、お
よび燃焼熱をキャスク本体に伝えない断熱性が求め
られる。そこで、R-PUFの耐燃焼性能を検討するた
め、 ρ=0.5g/cm3のR-PUF、 ρ=0.3g/cm3のR-PUF、
および木材を対象とした耐燃焼性試験を実施した。
　試験体の詳細を表2に示す。R-PUFおよび木材とも、
400mm×400mm×400mmの立方体形状に成形し、実
機キャスクの緩衝体を想定して、ステンレス鋼板で
覆った。火災事故時に加熱が想定される2面（上面、
前面）は実機緩衝体のカバープレートと同等の板厚
6mmのSUSで製作した。断熱条件が想定される残り
の4面では板厚3.2mmのSUS鋼板とし、その周囲に断
熱材を設置した。また、缶体は、キャスク落下試験の
うち貫通試験による損傷を模擬したφ150の孔を上面
に設けた。
　4 . 2　試験方法　　　IAEAで定める火災事故を想
定した条件、すなわち試験体を800℃雰囲気の下で30
分間保持する（9）,（10）ことで、その耐燃焼性を確認する。
800℃までの雰囲気温度の加熱には、図13に示す簡易
電気炉を使用した。電気炉の寸法は2m×2m×3mで、
試験体をスムーズに投入・取り出せるようレール、台
車を設置し、また、試験体投入による炉内温度低下を
防ぐために、扉寸法は必要最小限（約1m×1m）とし
た。さらに、試験体投入後に、速やかに炉内雰囲気温
度を800℃に復帰できるよう、ヒータを4面に設置した。
可燃ガスの発生で内圧が高まることを防ぎ、炉内空気
を流すために、吸気孔（下方）と煙突（上方）を設置
した。
　温度の計測点は、炉内雰囲気、SUS板の背面（実機
緩衝体ではキャスク本体に接する面。断熱想定面）お
よび試験体内部（R-PUFおよび木材の内部、深さ

　　   (a) 炉の全景　　　　　(b) 試験体投入用のレール　　　 (c) ヒータの設置状況　
図13　簡易電気炉

表２　耐燃焼性試験の試験ケース
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200mm）の3点で計測した。
　4 . 3　試験結果　　　各試験体の炉に投入してか
ら取出すまでの温度の時刻歴を図14にまとめる。全
ての試験体において、炉内に試験体投入直後に、上面
のφ150mm穴から発火した。炉内雰囲気温度800℃で
保持している間の試験体内部（深さ200mm）の温度
に着目すると、ρ=0.5g/cm3のR-PUF、ρ=0.3g/cm3

のR-PUF、および木材とも、40℃以下となっており、
いずれの試験体も内部に熱を伝えておらず、表面は
発火しても中心部では有意な温度上昇が見られない。
　30分後に炉から取出した際の状況を図15に示す。
いずれの試験体も上面φ150mmの孔から火炎が見て
とれる。しかし、30℃の外気に放置して観察したとこ
ろ、木材試験体は３分後に、ρ=0.3g/cm3のR-PUFは
8分後に、また、ρ=0.5g/cm3のR-PUFは12分後に自
然に鎮火した。R-PUFの試験体は、木材と比較して、
自然鎮火するのに時間が掛かるものの、十数分以内に
鎮火する。
　試験体取出し後の試験体内部温度の時刻歴を図16
に示す。炉内加熱時にはどの試験体も中心温度は炉内
と投入時と大きく変わらず、取出し後にゆるやかに
上昇していく。ピーク温度はρ=0.5g/cm3のR-PUFが
56℃（取出し後15.5hour経過）、ρ=0.3g/cm3のR-PUF 
が66℃（取出し後8hour経過）、 木材が67℃（取出し
後6hour経過）であった。そして、全試験終了後に、
加熱前後の試験体質量を計測することで、それぞれ
の試験体の残存率を算出したところ、ρ=0.5g/cm3の
R-PUFが80%、ρ=0.3g/cm3のR-PUFが72%、 木材が

図14　 炉内投入時の温度の時刻歴（800℃、30分間）
 (a) R-PUF（ρ=0.5g/cm3） (b) R-PUF（ρ=0.3g/cm3） (c)木材

図15　 耐燃焼試験
 (a) R-PUF（ρ=0.5g/cm3）(b) R-PUF（ρ=0.3g/cm3） (c)木材

図16　試験体取出し後の温度の時刻歴
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91%であった。R-PUFは木材より難燃性が若干劣るも
のの、十分な残存率を有している。
　以上のことより、800℃雰囲気で30分間加熱されて
いても、R-PUFおよび木材とも、内部温度は40℃以下
（断熱性）であり、十数分以内に自然鎮火（自己消化
性）し、さらに70%以上の残存率（難燃性）を持って
いる。すなわち、キャスク用緩衝体として、十分な耐
燃焼性能を有していることを確認できた。

5.　 結　言

　本研究では，新型のキャスク用緩衝体として，その
緩衝材にR-PUFを選定し、適用可能性を評価するた
め、緩衝性能および耐燃焼性能に着目した実験を実施
した。本論文より得られる主な知見は以下のとおりで
ある。
● 落錘試験結果より、R-PUFのキャスク用緩衝体の
使用温度条件の範囲内における動的な圧縮特性を
取得した。また、R-PUFは従来材であるファープ
ライウッド（積層平行、積層直交）と比較して、
より優れた緩衝性能を有している。

● 1/3スケールモデルの9m落下試験より、R-PUF緩
衝体の性能は、木材緩衝体よりも優れており、水
平落下時にキャスク本体に発生する衝撃加速度を
20 ～ 30%低減させられる。また、R-PUFの密度を
組み合わせることで、さらにR-PUF緩衝体の性能
を向上させられる。

● 耐燃焼性試験より、800℃雰囲気で30分間加熱さ
れていても、R-PUFおよび木材とも、内部温度は
40℃以下（断熱性）であり、十数分以内に自然鎮
火（自己消化性）し、さらに70%以上の残存率（難
燃性）を持っている。すなわち、十分な耐燃焼性
能を有していることを確認できた。
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